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京丹波町介護サービス事業経営戦略

団体名 ： 京丹波町

事業名 ： 京丹波町介護療養型老人保健施設

策定日 ： 令和３年１１月

計画期間： 令和３年度～令和７年度

１. 事業概要
（１）事業形態等

①事業の現況

※事務職員には宿直員等を含む

※（ ）内は、国保京丹波町病院和知診療所との兼務の職員を含んだ人数

②施設

法適（全部適用・一部適用）

非適用の区分
非適用 事業開始年月日 平成２１年１０月１日

事業の内容 介護老人保健施設 指定管理制度導入状況 直営

職員数 １９（２１）人

うち 常勤医師数 ０（１）人
理学療法士又は作業

療法士
０（１）人

看護職員数 ６人 事務職員 ５人

介護職員数 ７人 その他の職員

介護支援専門員 １人

施設数 １ 定員 １９人

延床面積 ６６０㎡ 居室床面積 １８４㎡

サービス日数 ３６５日 年延利用者数 ５，７６４人
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（２）現在の経営状況
平成２５年度から令和２年度までの状況（各年度決算統計資料から）（単位：千円）

※料金収入＝介護サービス収入

年　　　　　　度
区 分
1 (A) 148,810 163,921 163,593 166,710 142,693 147,616 142,636 144,051

（１） (B) 75,701 74,526 70,204 78,074 78,693 73,912 72,881 65,857
ア 75,640 74,483 70,173 78,031 78,644 73,905 72,871 65,824
イ (C)
ウ 61 43 31 43 49 7 10 33

（２） 73,109 89,395 93,389 88,636 64,000 73,704 69,755 78,194
ア 71,500 88,000 92,000 87,200 62,700 72,200 68,300 76,400
イ 1,609 1,395 1,389 1,436 1,300 1,504 1,455 1,794

２ (D) 148,737 164,344 162,813 166,811 143,318 145,962 143,530 143,145
（１） 148,737 164,344 162,813 166,811 143,318 145,962 143,530 143,145

ア 109,711 133,372 117,479 121,004 88,120 89,080 84,462 94,039

イ 39,026 30,972 45,334 45,807 55,198 56,882 59,068 49,106
（２） 0 0 0 0 0 0 0 0

ア

イ
３ (E) 73 △ 422 780 △ 101 △ 625 1,654 △ 894 906
1 (F) 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
（７）

２ (G) 0 0 0 0 0 0 0 0
（１）

（２） (H)

（３）
（４）
（５）

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 73 △ 422 780 △ 101 △ 625 1,654 △ 894 906
(K)
(L) 741 815 393 1,173 1,072 447 2,101 1,207
(M)
(N) 814 393 1,173 1,072 447 2,101 1,207 2,113
(O)
(P) 814 393 1,173 1,072 447 2,101 1,207 2,113
(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 75,701 74,526 70,204 78,074 78,693 73,912 72,881 65,857

（T)
(U)
(V)

(W)
(X)

○他会計繰入金
年　　　　　度

区 分
71,500 88,000 92,000 87,200 62,700 72,200 68,300 76,400

71,500 88,000 92,000 87,200 62,700 72,200 68,300 76,400
0 0 0 0 0 0 0 0

71,500 88,000 92,000 87,200 62,700 72,200 68,300 76,400

総 収 益
営 業 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
他 会 計 繰 入 金
そ の 他

総 費 用
営 業 費 用

職 員 給 与 費
う ち 退 職 手 当

そ の 他
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 一 時 借 入 金 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他
収 支 差 引 (A)-(D)
資 本 的 収 入
地 方 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 補 助 金
他 会 計 借 入 金
固 定 資 産 売 却 代 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
工 事 負 担 金
そ の 他
資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費
地 方 債 償 還 金

う ち資本費平 準化債償還 金
他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金
他 会 計 へ の 繰 出 金
そ の 他
収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)
積 立 金
前年度 からの 繰越 金
前 年 度 繰 上 充 用 金
形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)
翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る ((R)/(S)×100)
健全化法施行令第16条により算定した
健全化法施 行規則第６ 条に規定す る
健全化法施行令第17条により算定した
健全化 法第 22 条 によ り 算 定し た (（T）/（V）×100)
他 会 計 借 入 金 残 高
地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0 0 0 0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100 100 100 100 101 99 101

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収
　

益
　

的
　

収
　

支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
　

本
　

的
　

収
　

支

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出
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本施設の収益面においては、構成比として最も高い介護サービス収入が施設稼働率の低下に

より、平成２９年度をピークに減少傾向にあります。なお、令和２年度は、施設基準の未達成

により遡及してサービス料金を減額し、その差額を過誤調整による自主返納を行ったことによ

り、収益は例年より減少しています。

一方、費用面において構成比として最も高い職員給与費は、平成２８年度をピークに平成

３０年度に微増するものの減少傾向にあります。なお、令和２年度の職員給与費の増加は、会

計年度任用職員制度導入による影響が大きく、費用全体としては前年度と比較しても減少して

います。

収支均衡を図るため繰り入れを行っている一般会計繰入金（他会計繰入金）は、平成２９年

度に最も減少し、その後増加傾向にあります。

※過誤調整：介護サービス事業所の請求誤り等の過誤金額を京都府国民健康保険団体連

合会が介護報酬から調整を行う方法です。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総費用額 162,813 166,811 143,318 145,962 143,530 143,145

職員給与費 117,479 121,004 88,120 89,080 84,462 94,039

給与費の占める割合 72% 73% 61% 61% 59% 66%

162,813 166,811
143,318 145,962 143,530 143,145

117,479 121,004

88,120 89,080 84,462 94,039

72% 73%

61% 61% 59%
66%

0

50,000

100,000
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200,000

250,000

0%
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40%
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70%
80%

総費用及び職員給与費の推移

総費用額 職員給与費 給与費の占める割合

単位：千円

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

介護サービス収入 70,173 78,031 78,644 73,905 72,871 65,824

70,173

78,031 78,644
73,905 72,871

65,824

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000
80,000

介護サービス収入の推移単位：千円
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（３）これまでの主な経営健全化の取組

これまでに施設の指定管理制度の導入、業務委託、施設の縮小・廃止については、施設稼働

率の向上及び人件費を含む経費削減による自助努力を重視した経営に取り組んできたため、現

在のところ検討に及んでいない状況です。経費削減の主な取り組みとしては、令和元年度から

事務職員を１名減員して２名で施設管理等を行っています。

２. 将来の事業環境等
（１）介護保険サービス事業における主な取組

京丹波町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画では、基本理念である「みんなで支え

る“輝く生涯”あたたかな心でつくる安心・健康・いきいき京丹波」を実現するため、４つの

基本目標を掲げ、施策を展開します。

基本目標１ 支え合うまちづくり －地域包括ケアシステムの強化－

基本目標２ いきいきと暮らせるまちづくり －健康づくりと介護予防－

基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり －高齢者福祉の充実－

基本目標４ 介護サービスの充実と質の向上

本町介護保険サービス事業のなかで、本施設は介護が必要となった利用者に医学的管理下に

おける充実したリハビリを実施するほか、看護及び介護など日常生活上の支援を行うことによ

り、利用者の能力に応じた自立した日常生活が送れるよう在宅復帰を支援します。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

繰入金額 92,000 87,200 62,700 72,200 68,300 76,400

92,000
87,200

62,700
72,200 68,300

76,400

0

10,000
20,000

30,000
40,000
50,000

60,000
70,000

80,000
90,000

100,000

一般会計繰入金額の推移
単位：千円
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（２）高齢者人口等の予測

本町の総人口は、今後減少傾向で推移し、２０２３年（令和５年）には１２，７６５人、さ

らに２０４０年（令和２２年）には７，８６６人まで減少することが見込まれます。また、高

齢者人口につきましても減少傾向となっており、２０２３年（令和５年）には５，７５１人、

２０４０年（令和２２年）には４，３９３人になるものと見込まれます。

【人口の推移及び将来推計】

実績は住民基本台帳（各年 10月 1日現在）

【高齢者の構造、人口の推移及び将来推計】

実績は住民基本台帳（各年 10月 1日現在）

2015年

（H27年）

2016年

（H28年）

2017年

（H29年）

2018年

（H30年）

2019年

（R元年）

2020年

（R2年）

2021年

（R3年）

2022年

（R4年）

2023年

（R5年）

2025年

（R7年）

2030年

（R12年）

2035年

（R17年）

2040年

（R22年）

総人口 15,305 14,970 14,649 14,299 13,999 13,697 13,385 13,072 12,765 12,152 10,676 9,230 7,866

65歳以上 5,915 5,968 5,958 5,938 5,915 5,908 5,857 5,811 5,751 5,606 5,259 4,793 4,393

15～64歳 7,972 7,659 7,416 7,145 6,909 6,662 6,448 6,227 6,015 5,639 4,688 3,873 3,034
0～14歳 1,418 1,343 1,275 1,216 1,175 1,127 1,080 1,034 999 907 729 564 439

構成比  65歳以上 38.6% 39.9% 40.7% 41.5% 42.3% 43.1% 43.8% 44.5% 45.1% 46.1% 49.3% 51.9% 55.8%

1,418 1,343 1,275 1,216 1,175 1,127 1,080 1,034 999 907 729 564 439

7,972 7,659 7,416 7,145 6,909 6,662 6,448 6,227 6,015 5,639 4,688 3,873 3,034

5,915 5,968 5,958 5,938 5,915 5,908 5,857 5,811 5,751 5,606
5,259 4,793

4,393

15,305 14,970 14,649 14,299 13,999 13,697 13,385 13,072 12,765 12,152
10,676

9,230
7,866

38.6% 39.9% 40.7% 41.5% 42.3% 43.1% 43.8% 44.5% 45.1% 46.1%
49.3%

51.9%
55.8%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

人口の推移及び将来推計

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口 構成比 65歳以上

単位：人

2015年

（H27年）

2016年

（H28年）

2017年

（H29年）

2018年

（H30年）

2019年

（R元年）

2020年

（R2年）

2021年

（R3年）

2022年

（R4年）

2023年

（R5年）

2025年

（R7年）

2030年

（R12年）

2035年

（R17年）

2040年

（R22年）

高齢者人口 5,915 5,968 5,958 5,938 5,915 5,908 5,857 5,811 5,751 5,606 5,259 4,793 4,393

65～74歳 2,639 2,630 2,629 2,612 2,583 2,617 2,634 2,531 2,368 2,111 1,796 1,627 1,549
75歳以上 3,276 3,338 3,329 3,326 3,332 3,291 3,223 3,280 3,383 3,495 3,463 3,166 2,844

構成比  75歳以上 55.4% 55.9% 55.9% 56.0% 56.3% 55.7% 55.0% 56.4% 58.8% 62.3% 65.8% 66.1% 64.7%

3,276 3,338 3,329 3,326 3,332 3,291 3,223 3,280 3,383 3,495 3,463 3,166 2,844

2,639 2,630 2,629 2,612 2,583 2,617 2,634 2,531 2,368 2,111 1,796 1,627 1,549

5,915 5,968 5,958 5,938 5,915 5,908 5,857 5,811 5,751 5,606 5,259
4,793 4,393

55.4% 55.9% 55.9% 56.0% 56.3% 55.7% 55.0% 56.4% 58.8%
62.3%

65.8% 66.1% 64.7%
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高齢者の構造、人口の推移及び将来推計

75歳以上 65～74歳 高齢者人口 構成比 75歳以上

単位：人



6

（３）介護需要の予測

本町の第１号被保険者数は、減少傾向で推移しており、２０２３年（令和５年）には、

２０２１年（令和３年）に比べ１０６人少ない５，７５１人になるものと見込まれています。

その後も減少を続け、２０２５年（令和７年）には５，６０６人、２０４０年（令和２２年）

度には４，３９３人にまで減少するものと見込まれています。また、要支援・要介護認定者数

は、２０２０年（令和２年）の１，０５６人から、２０２３年（令和５年）までは微増傾向と

なり、２０２３年（令和５年）には１，０６９人へ、その後は減少に転じ、２０２５年（令和

７年）には１，０５６人に推移するものと見込まれます。

第１号被保険者数は、減少傾向であるものの、要支援・要介護認定者数は、本計画期間中は

大きく減少しないことから、計画期間中は現在と大きく変わらない介護需要量が求められると

想定されます。

【第 1号被保険者数の推移及び将来推計】

実績は住民基本台帳（各年 10月 1日現在）

【要支援・要介護認定者の推移及び将来推計】

実績は介護保険事業状況報告（各年９月末）

2015年

（H27年）

2016年

（H28年）

2017年

（H29年）

2018年

（H30年）

2019年

（R元年）

2020年

（R2年）

2021年

（R3年）

2022年

（R4年）

2023年

（R5年）

2025年

（R7年）

2030年

（R12年）

2035年

（R17年）

2040年

（R22年）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
5,915 5,968 5,958 5,938 5,915 5,908 5,857 5,811 5,751 5,606
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第1号被保険者数の推移及び将来推計
単位：人

実績 将来推計

60 51 36 35 32 36 36 36 35 35 36 35 33
132 127 107 100 103 89 87 88 89 91 89 85 79

210 188 182 193 156 141 142 142 143 140 138 135 125

291 289 268 248 255 258 257 260 261 256 252 248 231

198 188 219 220 219 227 229 231 231 227 226 228 219

148 152 147 170 177 189 193 193 192 191 189 186 180

139 145 144 132 124 116 116 118 118 116 113 111
109
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要支援・要介護認定者の推移及び将来推計

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 総数 認定率

実績（推移） 将来推計

単位：人
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（４）施設の見通し

本施設は、平成２１年１０月に有床診療所の病床であった１９床を介護老人保健施設に転換

した施設です。

施設面では、平成１６年度に改修工事を行い、現在まで大規模な改修等は行っていません

が、今後は経年的な劣化が進んでいくことが予想されることから、将来的には改修等を検討し

ていく必要があります。また、運営面では、一般会計からの繰入に依存するなか、投資的経費

を捻出することは大変厳しい状況でありますが、高齢者が長年住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けるために必要な介護サービスの供給と家族介護を支援するために、引き続き施設を維持

するために必要な整備を行うこととします。

（５）組織の見通し

本施設は、これまでの主な経営健全化に向けた取り組みを継続し、現状の運営形態を維持す

る方針です。

計画期間中は現在と大きく変わらない介護需要量が求められることが想定されることから、

看護師及び介護士の人員数は現状を維持する必要があります。そのためには、職員の高齢化を

解消することが最大の課題となります。また、健全な財政運営を行うため、引き続き会計年度

任用職員の有効活用を検討する必要があります。

３. 経営の基本方針
本施設は、施設利用者に医学的管理下における充実したリハビリを実施するほか、看護及び

介護など日常生活上の支援を行うことにより、利用者の能力に応じた自立した日常生活が送れ

るように在宅復帰を支援するとともに、利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るこ

とを目指します。

また、本施設は介護保健施設サービス費Ⅱの介護報酬を算定する転換型の介護老人保健施設

です。施設基準には喀痰吸引や経管栄養を必要とする利用者の割合が全体の１５％以上を占め

ることが定められていることから、積極的に介護度の高い方の受け入れを行い、より安定した

施設運営を行うことを目指します。

４. 投資・財政計画（収支計画）
（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画策定に当たっての数値目標

本施設の収益的収支比率は、１００％前後で推移していますが、収支均衡を図るため、一

般会計繰入金に依存している状況です。利用定員数１９人と採算のとれる事業規模ではあり
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ませんが、一般会計の負担を軽減する取り組みが必要です。そのためには、感染症対策の徹

底と居宅介護事業所や医療機関との連携をより強化して、退所や入院による空床期間を減ら

すための取り組みや、介護度の高い方の受入れに努めます。また、費用面においては、構成

比が最も高い職員給与費の大幅な減少は見込めない状況であるものの、適正な人員配置を行

うとともに、引き続き会計年度任用職員の有効活用等を検討することとして、経費増加の抑

制に努めます。なお、計画期間の目標値は、下記のとおりとして、経営改善を目指します。

◆年間施設稼働率 ８３％以上

施設稼働率は、年度により大きく増減している状況です。今後は、現在実施している感染

症対策の取り組みを引き続き徹底し、施設利用者の感染症による急な入院等を抑制します。

また、京丹波町病院の地域連携室との密接な連携や居宅介護事業所へのＰＲ等を行い、空床

期間の解消に努め、毎年安定的に施設稼働率が８３％を超える施設運営を目指します。

◆一般会計繰入金額６７，９８０千円以内（建設改良費分を除く決算値）

収支均衡を図るための一般会計繰入金は、職員給与費の増減に大きく影響されるため、適

正な人員配置を行うとともに、施設の空床期間を減らすための取組等により一般会計の負担

軽減に努めます。

② 収支計画のうち投資についての説明

建設改良費については、令和３年度に新型コロナウイルス感染防止対策の備品及び薬剤分

包機を購入することとしています。また、平成１６年度に設置しました施設利用者用の特殊

浴槽が設置後１７年を経過することから、令和５年度に更新に係る経費を見込んでいます。

なお、計画期間中におきましては、他に大規模な改修等は予定していません。

③ 収支計画のうち財源についての説明

介護サービス収入については、計画当初の令和３年度を施設稼働率８５．５％の施設利用

と施設利用者の（平均）介護度を要介護３で見込み、令和３年４月に行われた介護報酬改定

を反映させて収入金額を算定しています。また、次年度以降の収入金額は、令和３年度の収

入金額をベースに各年度の要支援者・要介護認定者数の推移を考慮して算定しています。な

お、他会計繰入金については、各年度の総費用に対して、料金収入（介護サービス収入）及

びその他の収入の収支により生じる収益不足分を一般会計繰入金で収支均衡を図るよう見込

んでいます。

④ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

収益的支出としては、職員給与費及びその他の費用を見込んでいます。職員給与費につい

ては、適正な人員配置を行い、引き続き会計年度任用職員の有効活用等を検討することとし

て、計画期間中の増減はしない想定としています。また、その他の費用につきましては、施

設運営に要する費用のうち人件費を除く費用で、光熱水費、委託料、医薬材料費及び消耗品

等です。その他の費用につきましても、経費の精査を行うことを前提に計画期間中は増減し
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ない想定としています。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 投資についての検討状況等

② 財源についての検討状況等

地域包括ケアシステムの構築

に関する事項

本町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の

目標である「支え合うまちづくり-地域包括ケアシステ
ムの強化-」が実現できるよう、持続可能なサービス提
供が確保できる取り組みを検討していく必要がありま

す。

施設等の統合・縮小・廃止に

関する事項

これまでに施設の指定管理制度の導入、業務の委

託、施設の縮小・廃止については、検討に及んでいな

い状況であることから、現在のところ、現状を維持す

る方針です。

新技術の導入に関する事項 現在のところ検討していません。

民間の活力の活用に関する事

項（PPP・PFIなど）
現在のところ検討に及んでいない状況です。

その他 特になし。

介護保険適用外の料金の見直

しに関する事項

現在のところ見直しの予定はありません。

利用状況に関する事項

長期利用者の退所や入院による空床期間について、

より短期利用等の効率的な空床解消の取り組みが必要

です。また、平成２７年度から令和元年度の平均介護

度と介護サービス収入の推移をみると、平均介護度の

最も高い平成２９年度が介護サービス収入も最も高い

ことから、比較的介護度の高い方の受け入れを積極的

に行う必要があります。

資金管理・調達・繰入金に関

する事項

本施設の利用定員は１９人と小規模であり、介護サ

ービス収入の大幅な増加は見込めない状況です。ま

た、総費用の構成比として最も高い職員人件費も大幅

な減少は見込めないことから、今後も一般会計からの

繰入金で収支均衡を図ることとなりますが、今後の介

護報酬改定の内容を注視し、介護サービス収入の増収

が図れる方向性を模索し、さらに一般会計の負担を軽

減できる取り組みが必要です。

資産の有効活用に関する事項 現在のところ有効活用できる資産はありません。

その他 特になし。
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③ 投資以外の経費についての検討状況等

５. 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

毎年度の進捗管理を行うとともに、５年毎に計画の見直しを行います。また、大幅な介護報

酬の改定や事業を取り巻く環境及び経営状況などにより、計画と実績に大幅な乖離が生じる場

合は、必要に応じ計画を修正します。

民間の活力の活用に関する事

項（指定管理制度、PPP/PFI
など）

現在のところ検討に及んでいない状況です。

職員給与費の適正化に関する

事項

職員給与費は、平成２９年度から減少傾向にあるも

のの、施設利用者に適正なサービス提供を行うための

基準人員の確保に努めるなかで、今後の大幅な減少は

厳しい状況です。

組織体制の効率化に関する事

項

本体医療機関である京丹波町病院と今後も連携を図

り、職員の兼務など効率的な組織体制を検討します。

その他 特になし。
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別 紙

投資・財政計画（収支計画）

別紙１



投資・財政計画

（収支計画）
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 142,636 144,051 144,311 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424

（１） (B) 72,881 65,857 78,543 79,136 79,210 78,766 78,248 78,026 77,804 77,582 77,360 77,286

ア 72,871 65,824 78,513 79,106 79,180 78,736 78,218 77,996 77,774 77,552 77,330 77,256

イ (C)

ウ 10 33 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

（２） 69,755 78,194 65,768 66,288 66,214 66,658 67,176 67,398 67,620 67,842 68,064 68,138

ア 68,300 76,400 65,211 65,731 65,657 66,101 66,619 66,841 67,063 67,285 67,507 67,581

イ 1,455 1,794 557 557 557 557 557 557 557 557 557 557

２ (D) 143,530 143,145 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424

（１） 143,530 143,145 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424 145,424

ア 84,462 94,039 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406 94,406

イ 59,068 49,106 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018 51,018

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア

イ

３ (E) △ 894 906 △ 1,113 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 0 0 5,483 0 6,543 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２） 2,183 6,543

（３）

（４）

（５） 3,300

（６）

（７）

２ (G) 0 0 5,483 0 6,543 0 0 0 0 0 0 0

（１） 5,483 6,543

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

う ち資本費平 準化債償還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収
　

益
　

的
　

収
　

支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
　

本
　

的
　

収
　

支

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

様式第 2号（法非適用企業）

（単位：千円，％）

別
紙
2



投資・財政計画

（収支計画）

(J) △ 894 906 △ 1,113 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 2,101 1,207 2,113 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(M)

(N) 1,207 2,113 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(O)

(P) 1,207 2,113 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 72,881 65,857 78,543 79,136 79,210 78,766 78,248 78,026 77,804 77,582 77,360 77,286

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

68,300 76,400 65,211 65,731 65,657 66,101 66,619 66,841 67,063 67,285 67,507 67,581

68,300 76,400 65,211 65,731 65,657 66,101 66,619 66,841 67,063 67,285 67,507 67,581

0 0 2,183 0 6,543 0 0 0 0 0 0 0

2,183 6,543

68,300 76,400 67,394 65,731 72,200 66,101 66,619 66,841 67,063 67,285 67,507 67,581

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度 からの 繰越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法 施行規則 第６条に 規定す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に より 算定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 99 101 99 100 100 100 100 100 100 100 100 100

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

様式第 2号（法非適用企業）

（単位：千円，％）

別
紙
3



≪参考資料≫

3.44

3.17

3.49

3.23

3.05

3.54

2.7
2.8
2.9

3.0
3.1
3.2

3.3
3.4
3.5
3.6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

長期入所者の年度ごとの平均介護度

平成２７年度平成２８年度平成２９年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

介護サービス収入 70,173 78,031 78,644 73,905 72,871 65,824

70,173

78,031 78,644

73,905 72,871

65,824

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000
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平成２７年度平成２８年度平成２９年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職員給与費 117,479 121,004 88,120 89,080 84,462 94,039

営業収益 70,204 78,074 78,693 73,912 72,881 65,857

職員給与費比率 167% 155% 112% 121% 116% 143%
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